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1.はじめに 

 本研究では、様々な地域・国の水・エネルギー・食料

の相互連環、すなわちネクサスに生じるトレードオフや

コンフリクトを対象とする。そのうえで、これらトレー

ドオフやコンフリクトを解決するための社会的意思決

定の類型や現状、評価のあり方について検討する。なお、

以下では、社会的意思決定のために実際に適用される手

法を「参加型アプローチ」と呼んでいる。 

 ネクサスと参加型アプローチの関係については現在

のところ、多くが未解明である。2011 年、ドイツのボン

で開催された「ネクサス国際会議」では、会議メッセー

ジとして「地域のオーナーシップやコミットメントをめ

ざした水・エネルギー・食料連環に関係する計画・実行

過程において、地域コミュニティを十分に、また効果的

に巻き込むことが強く求められる」と宣言されている。

換言すれば、地域での参加型アプローチが望まれている。 

 既存の文献調査によれば、参加型アプローチには、コ

ンセンサス会議、熟議型世論調査、共同事実確認などが

含まれ、これらは様々な環境論争や紛争の解決手段、あ

るいは未然回避策として実施されてきた経験がある。し

かし、日本における各手法の適用事例を横断的に分析し、

各手法の相対的な特性や適用された事例の解決に向け

た推進要因、阻害要因を包括的に論じた研究は現在まで

見られない。 

 上記を踏まえ、本研究では、各アプローチの特性を横

断的に把握することが、ネクサスで生じる課題に対して、

どの参加型アプローチを適用するべきかを判断する材

料になるのではないかという問題意識を出発点とする。

このことを前提に、日本のネクサス関連分野における参

加型アプローチの適用事例を横断的に分析し、各手法の

メリット、ディメリットを明らかにすることを第一の目

的とする。さらに、手法の適用された事例において問題

解決や合意形成に関する推進・阻害要因と考えられる要

素を抽出し、これらの要素について可能な限り指標化を

試みる。 

 

2.研究の方法 

 研究の手順は、①仮説の提示、②事例データベースの

構築、③事例研究の精査、④指標化の検討の順である。 
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図 1研究のフロー 

 

3.得られた結果 

 参加型アプローチの具体的な種類としては、Fishkin 

(2009)の提示した類型を参考に、表 1中の 1B,2B,3B の

各欄に相当する手法をデータベースに含めた。 

 

表 1 参加型アプローチの類型 

 

①仮説提示：既存の文献調査等から、大仮説として水・エ

ネルギー・食料連環の文脈で発生し得るトレードオフやコン

フリクトには、政策統合によるマルチイシューの解決策が

有効となり、これには、科学的ファクト（専門知）とローカル

な文脈における生活知（現場知）の統合が 1 つの重要な要

素となることを設定する。 

 さらに、個別仮説として、専門家が科学的ファクトの提供

を行う際の着眼点をステークホルダーが設定するなどによ

りフレーミングの不一致を修正する機会や、ステークホル

ダーが科学的事実の共通理解を得る学習プロセスの場を

早期に組み込むことが合意を促進することを提示する。 

②事例データベース構築：上記の仮説や全米の参加型アプ

ローチを分析した Beierle and Cayford (2002)の枠組みを参

考として、アプローチが適用された事例が対象としているイ

シューや連環、フレーミングや参加者サンプリングの状況、

正当性や手続き的公正性、成果等の要素で構成される事例

のデータベース（DB）を構築する。 

③事例研究の精査：②で構築したデータベースのコンテンツ

として、学術論文、書籍、公的報告書で紹介されている事例

を当てはまる。さらに、既存文献では判別できない要素につ

いて、ヒアリング調査等をおこない、追加的な情報を得る。 

④指標化検討：デーベースの内容を要素別に分析すること

で、各要素において、問題解決や合意形成にポジティブな、

あるいはネガティブな影響を与える変数を可能な限り特定し、

序列または数量ベースでの記述を検討する。 



表 2 参加型アプローチ・データベースの一部 

 表 1 の縦軸には、市民の意見が、一般的に熟議や科学

的事実の提示を経ずに「生の状態」で表出するＡ類型と、

逆に熟議や科学的事実の提示を経て「洗練された状態」

として表出するＢ類型を配置されている。 

 また、横軸には、参加者を選出する手法として、1.自

薦、2.非無作為抽出、3.無作為抽出、4.全市民の 4類型

が設定されている。様々な参加型アプローチが、縦横の

軸の組み合わせで総計 8 類型に大別されることになり、

本研究ではまずＢ類型に属し、日本で例のない「熟議の

日」を除いたグループを対象として DB を構築した。 

 今回構築した DB の一部である表 2の縦軸には各アプ

ローチが適用された事例を配置し、横軸には、適用され

た区域、年次、対象としたイシュー、イシューのタイプ

（単一か複合か）、関連する連環、フレーミングや科学

的事実の提示状況、参加者の選出方法、参加者数、プロ

セスの正当性に関する情報、手続き的な公正性、プロセ

スの成果や政策変化を設定した。 

 水・エネルギー・食料連環に関連のある事例としては、 

1B に相当するコンセンサス会議が 5つ、環境基本計画へ

の市民参加が 5つ、2B に相当する計画細胞（Planning 

Cells）の簡易版が 3つ、3B に相当する熟議型世論調査

が 5つの計 18 事例が現時点で抽出された。 

 18 事例の内容を要素別に分析すると、適用された区域

は全国が 3 に対し、地域レベルが 15 で、5 倍多かった。

また、イシューのタイプは複合（マルチ）が 10、単一（シ

ングル）が 8であった。マルチイシューの内容は、参加

の対象が環境基本計画であるものが 5,地球温暖化対策

を対象とした事例でエネルギー、環境政策双方にまたが

っていると解釈したものが 4と多かった。 

 参加者の選出方法欄には、あわせて参加者数も記載し

た。その規模は数十人～数百人までの間に分布していた。 

 

4.考察 

 以下、表 2のおよそ右半分の結果を考察する。まずフ 

 

 

レーミングや科学的事実の提供に関する状況は、専門家

が関与したかどうかで大きく異なっている。全国を対象

とした事例ではすべて専門家の関与がみられたが、地域

レベルの事例では、専門家の関与がみられないものもあ

った。また、遺伝子組換え作物を取り扱ったコンセンサ

ス会議では、専門家が技術的側面の説明に終始し、社会

的側面に大きな関心をもつ参加市民から不満が表明さ

れた事例もあった。 

 次に、プロセスの正当性に関しては、性別・年齢の偏

り、政治家や官僚からの圧力の有無、賛成派・反対派の

双方を参加者に含むか否かといった点が指標候補であ

る。さらに、手続き的公正性については、会議や資料の

公開性や進行役の資質がポイントとなろう。最後に、成

果と政策変化に関しては、参加者間の意見・態度変化や

政府・自治体の政策への提言などが指標候補である。 

 

5.まとめと今後の課題 

 いまのところ、問題解決や合意形成につながる推進要

因としては、フレーミングや科学的事実の提供状況が有

力である。しかし、事例の DB は未完成であるため、特

に環境基本計画の策定事例の充実を重点的に進めるこ

とが課題である。DB の充実と並行して、プロセスを記述

する要素が十分かどうか精査しながら、さらに推進要因

の精緻化に取り組みたい。 
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